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口蹄疫対策に係る補正予算（第４号）案について

平成22年6月議会提案

宮崎県総務部財政課

Ⅰ 防疫対策 ４２５.１億円

１「口蹄疫緊急防疫対策事業」

(1) 事業概要

ワクチン接種等による防疫対策に必要な経費を追加措置し、防疫対策を早急に進

める。

(2) 予算額 ５００,０００千円（国費２２４,８００千円）

２「○新 感染拡大防止緊急対策事業」

(1) 事業概要

ワクチン接種後、新たに制定された「口蹄疫対策特別措置法」（以下「特措法」）

に基づき殺処分を行った家畜の補てん・補償金や埋却費用等を所有者に交付・補助

する。

(2) 予算額 ３５,３２６,０００千円（全額国費）

３「○新 埋却用地確保支援事業」

(1) 事業概要

家畜伝染病予防法（以下「家伝法」）及び特措法に基づき殺処分した家畜の埋却

用地を自ら確保した農家等に対して一定額を補助し、埋却用地の円滑な確保を推進

する。

(2) 予算額 １５,８４０千円（全額国費）

４「○新 早期出荷促進対策事業」

(1) 事業概要

国の定めた新たな防疫対策に基づき、搬出制限区域（児湯圏域）において実施す

る家畜の早期出荷に伴う枝肉価格等の低減分を補助し、口蹄疫対策に必要となる緩

衝帯（10kmから20km）の早期形成を図る。

(2) 予算額 ６,６６６,０００千円（全額国費）
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５「○新 口蹄疫埋却地確保緊急対策事業」

(1) 事業概要

家伝法及び特措法に基づき殺処分を行った家畜の埋却地を確保する県農業振興公

社の取組を支援し、早急な埋却作業の推進と感染拡大の防止を図る。

(2) 予算額 ０円（債務負担行為：４６１,０００千円 損失補償）

Ⅱ 稲わら対策 ０.６億円

○「○新 県産稲わら等生産供給体制緊急整備事業」

(1) 事業概要

輸入稲わらに依存しない生産体制への転換を図るため、飼料用米の収穫に必要な

機械・施設の購入費用を補助し、県産稲わらの生産量の拡大を図る。

(2) 予算額 ６２,９５０千円（全額県費）

Ⅲ ブランド対策 ０.５億円

○「○新 みやざきの畜産再生・再スタート支援事業」

(1) 事業概要

口蹄疫発生に伴う風評被害が懸念される中、県内外における本県畜産物の販売・

ＰＲ対策等を集中的に実施し、本県畜産物のイメージアップや販路の回復・維持を

図り、産地の再生・再スタートに向けた取組を支援する。

(2) 予算額 ５０,７４０千円（全額県費）

※詳細は、別添の事業説明資料参照
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平成22年度口蹄疫対策事業説明資料

（６月補正分）

（部局：農政水産部）

事 業 名 口蹄疫緊急防疫対策事業

新規・既定の別 新規・既定 担当所属 畜産課

１ 事業目的

ワクチン接種による防疫対策に必要な経費を追加措置し、感染拡大の防止と

早期の清浄化を図る。

２ 事業概要

(1) 予 算 額 ５００，０００千円

(2) 事業期間 平成２２年度

(3) 事業主体 県

(4) 事業費積算

① 防疫資材等経費 １６６，３００千円

防護服、消毒剤、石灰等の追加

② 埋却等経費 ３３３，７００千円

重機リース、防疫要員等経費の追加

〔参考：口蹄疫防疫対策経費の状況〕 （単位：千円）

区 分 現計予算 ６月補正 合 計

初動防疫対策 596,600 596,600

まん延防止対策 903,400 903,400

ワクチンによる防疫対策 500,000 500,000

合 計 1,500,000 500,000 2,000,000
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平成22年度口蹄疫対策事業説明資料

（６月補正分）

（部局：農政水産部）

事 業 名 ○新 感染拡大防止緊急対策事業

新規・既定の別 新規・既定 担当所属 畜産課

１ 事業目的

ワクチン接種後、口蹄疫対策特別措置法に基づき殺処分を行った家畜の補てん

・補償金や埋却費用等を所有者に交付・補助する。

２ 事業概要

(1) 予 算 額 ３５，３２６，０００千円

(2) 事業期間 平成２２年度

(3) 事業主体 県

(4) 事業費積算

1) 殺処分対策 ３２，５００，０００千円

ワクチン接種後に殺処分を行った家畜所有者に対し、補てん・補償金を交

付する。

・牛 ５０，０００頭

・豚 ８０，０００頭

2) 埋却処理対策 ４０２，０００千円

自ら埋却を行った者に対し、埋却費用を補助する。

・牛 ５，０００頭

・豚 ８，０００頭

3) 飼養管理費対策 ２，４２４，０００千円

ワクチン接種後に殺処分を行った家畜所有者に対し、接種から殺処分まで

の日数に応じて飼養管理費を補助する。

・牛 ５０，０００頭

・豚 ８０，０００頭
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平成22年度口蹄疫対策事業説明資料

（６月補正分）

（部局：農政水産部）

事 業 名 ○新 埋却用地確保支援事業

新規・既定の別 新規・既定 担当所属 畜産課

１ 事業目的

家畜伝染病予防法及び口蹄疫対策特別措置法に基づき殺処分を行い、家畜の埋

却用地を自ら確保した農家等に対して一定額を補助し、埋却用地の円滑な確保を

推進する。

２ 事業概要

(1) 予 算 額 １５，８４０千円

(2) 事業期間 平成２２年度～平成２６年度

(3) 事業主体 県

(4) 事業内容

埋却用地を確保した農家等（児湯圏域）に対し、地代及び環境対策経費（い

ずれも国の定める額）を補助する。

対象面積：７２ ha
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平成22年度口蹄疫対策事業説明資料

（６月補正分）

（部局：農政水産部）

事 業 名 ○新 早期出荷促進対策事業

新規・既定の別 新規・既定 担当所属 畜産課

１ 事業目的

国の定めた新たな防疫対策に基づき、搬出制限区域（児湯圏域）において実施

する家畜の早期出荷に伴う枝肉価格等の低減分を補助し、口蹄疫対策に必要とな

る緩衝帯（１０㎞～２０㎞圏内）の早期形成を図る。

２ 事業概要

(1) 予 算 額 ６，６６６，０００千円

(2) 事業期間 平成２２年度

(3) 事業主体 県

(4) 事業内容

1) 枝肉価格の低減等に対する補てん ６，１６６，０００千円

家畜の早期出荷を行う農家等に対し、家畜の種別や月齢等に応じて国の定

める額を補助する。

・牛 １４，０００頭

・豚 １５，０００頭

2) 保管調整費の補助 ５００，０００千円

枝肉の保管等を行う者に対し、輸送保管料や冷凍庫借上料等を補助する。
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平成22年度口蹄疫対策事業説明資料

（６月補正分）

（部局：農政水産部）

事 業 名 ○新 口蹄疫埋却地確保緊急対策事業

新規・既定の別 新規・既定 担当所属 地域農業推進課

１ 事業目的

家畜伝染病予防法及び口蹄疫対策特別措置法に基づき殺処分を行った家畜の埋

却地を円滑に確保するため、県農業振興公社が行う農地保有合理化事業を活用し、

早急な埋却作業の推進と感染拡大の防止を図る。

２ 事業概要

(1) 予 算 額 ４６１，０００千円（債務負担行為）

(2) 事業期間 平成２２年度

(3) 事業主体 県

(4) 事業内容

県農業振興公社が埋却地(農地）を確保するために必要な資金に対し、損失

補償を行う。

対象面積：７２ ha
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平成22年度口蹄疫対策事業説明資料

（６月補正分）

（部局：農政水産部）

事 業 名 ○新 県産稲わら等生産供給体制緊急整備事業

新規・既定の別 新規・既定 担当所属 畜産課

１ 事業目的

輸入稲わらに依存しない生産体制への転換を図るため増産することとした飼料

用米の収穫に必要となる機械・施設の購入費用の一部を補助し、県産稲わらの生

産量の拡大を図る。

２ 事業概要

(1) 予 算 額 ６２，９５０千円

(2) 事業期間 平成２２年度

(3) 補 助 率 １／３

(4) 事業主体 営農集団、集落営農組織、農業生産法人、ＪＡ等

(5) 事業内容

飼料用米等の収穫・収集・調整作業等に必要な機械、施設の整備

６２，９５０千円
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平成22年度口蹄疫対策事業説明資料

（６月補正分）

（部局：農政水産部）

事 業 名 ○新 みやざきの畜産再生・再スタート支援事業

新規・既定の別 新規・既定 担当所属 農政企画課

１ 事業目的

口蹄疫発生に伴う風評被害等により、発生農家の生産意欲の減退等が懸念され

る中、集中的に県内外における本県畜産物の販売・ＰＲ対策等を実施し、本県畜

産物のイメージアップや販路の回復・維持を図り、産地の再生・再スタートに向

けた取組を支援する。

２ 事業概要

(1) 予 算 額 ５０，７４０千円

(2) 事業期間 平成２２年度

(3) 事業主体 みやざきブランド推進本部

(4) 事業内容

1) 支援事業 ４９，２６０千円（事業費９８，５２０千円）

① 畜産産地再生支援事業 (生産者対策）

・ 「宮崎の畜産再生・再スタート決起大会」の開催

・ 畜産物の消費拡大イベントの開催

・ 口蹄疫防疫緊急研修会等の開催

② みやざきの畜産物取引再生支援事業 (流通、販売者対策）

・ 大都市圏等におけるトップセ－ルスの実施

③ みやざきの畜産物販売回復支援事業 (消費者対策)

・ 口蹄疫終息宣言の告知

・ 口蹄疫終息感謝キャンペーンの展開

2) 推進事務費 １，４８０千円




